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お話ししたいこと

1) 脱炭素経営は企業の社会的責任（CSR）よりも、ビジネスの基幹になりつつある

2) 気候変動は文明社会を脅威する地球規模の問題ではあるが、多くの

ソリューションは地域における脱炭素活動にかかる

3) 地域との連携は企業の脱炭素化に必要不可欠な戦略的要素である

4) 地域連携を軸にしている脱炭素経営は企業のネットワーキング能力にかかる

5) 多くの企業の脱炭素経営戦略は地域連携に眠っている脱炭素経営の可能性

を認識も、活用もしていない
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脱炭素経営は企業の社会的責任（CSR）よりも、ビジネスの基幹になり

つつある

変わりつつある経営者の認識

「社会的責任 ・ 社会的貢献」 「ビジネスの物理的や移行リスク・ビジネス機会」



企業の社会的責任を超える脱炭素化

➝ ビジネスの本質的な課題 （リスク・チャンス）

世界の政府による規制強化・ステークホルダーからの要求

投資家

金融機関 ビジネス・パートナー

消費者

リスク管理 情報開示 ガバナンス



ビジネスの本質的な課題である脱炭素化

➝ マテリアリティ

社
会
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値

NSG Group 統合報告書 (nsg.co.jp)
企業価値



脱炭素社会構築の本質であるエネルギー転換

ガバナンス（Governance）︓
どのような体制で検討し、それを企業経営に反映しているか。

戦略（Strategy）︓
短期・中期・⻑期にわたり、企業経営にどのように影響を与えるか。またそれについてどう考えたか。
リスクマネジメント（Risk Management）︓

気候変動のリスクについて、どのように特定、評価し、またそれを低減しようとしているか。

指標と目標（Metrics and Targets）:
リスクと機会の評価について、どのような指標を用いて判断し、目標への進捗度を評価しているか。

TCFDとは | TCFDコンソーシアム (tcfd-consortium.jp)

脱炭素に関する報告事項

ビジネスの本質的な課題である脱炭素化

➝ 脱炭素経営における報告義務の規制強化



Source: (J)-calculation_guidance.pdf (env.go.jp); https://www.env.go.jp/content/000061236.pdf

科学に基づく目標(SBT)要件と推奨事項

ビジネスの本質的な課題である脱炭素化

➝ 排出量管理や削減目標設定のルール強化

スコープ3の排出量算定と削減目標設定 カーボンクレディットの品質要件向上



Source: https://www.renewable-ei.org/activities/column/REupdate/20221026.php

科学に基づく目標(SBT)要件と推奨事項

ビジネスの本質的な課題である脱炭素化

➝ 再生可能エネルギーの調達ルールの強化

RE100の技術要件の改定（2022年10月10日） ➝ 追加性、トラッキング機能等



脱炭素化を取り組む日本企業の活発な動き

目標がSBTと認定された企業数（2021年10月8日時点 ）

世界全体： 3658社 /日本: 621社

気候関連財務情報開示タスクフォーに賛同の意の表示

（TCFD; Task Force on Climate-related Financial Disclosures）（2023年9月25日時点）

• 世界全体： >4,000の企業・機関

• 日本： 822の企業・機関

https://www.fsb-tcfd.org/support-tcfd/; https://tcfd-consortium.jp/about

JCLP加盟企業数： 246社

https://japan-clp.jp/

https://www.there100.org/re100-members

https://www.ungcjn.org/

正会員： 582企業・団体

（2023年10月6日時点）

日本気候リーダーズ・パートナーシップ

RE100参加企業

（2023年10月現在 ）

• 世界全体： 421社

• 日本： 84社

https://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action#dashboard
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全国地球温暖化防止活動推進センター https://www.jccca.org/download/13335

環境省 2019 年度（令和元年度）の温室効果ガス排出量（確報値 ＜概要＞ gaiyo2019.pdf (env.go.jp)

日本の

二酸化炭素排出量

（2019年度）

• 温室効果ガスの排出量の91.4%に相当

• CO
２

排出量の92.9%はエネルギー起源

• その主な要因は化石燃料である

脱炭素社会構築に欠かせない産業部門のエネルギー転換



ネット・ゼロを達成するために、排出量ゼロのエネルギー源の普及は

必要不可欠 ➝ 主力エネルギー源になる再生可能エネルギー

✙

CO2の吸収・

回収・利用



地域に広がる再生可能エネルギーを軸にしている分散型エネルギー・

システム

Source: Wuppertal Institute

デンマーク



各電源のエネルギー密度（TWh/km2)

Source: Nøland, J., Auxepaules, J., Rousset, A., Perney, B. and Falletti, G. (2022). Spatial energy density of large-scale electricity generation from power sources worldwide. Scientific Reports, 12(21280). 

doi:10.1038/s41598-022-25341-9 Spatial energy density of large-scale electricity generation from power sources worldwide | Scientific Reports (nature.com)

比較的に低い再生可能エネルギーのエネルギー密度

➝ 広範囲な土地を利用する再生可能エネルギー



Source: Nøland, J., Auxepaules, J., Rousset, A., Perney, B. and Falletti, G. (2022). Spatial energy density of large-scale electricity generation from power sources worldwide. Scientific Reports, 12(21280). 

doi:10.1038/s41598-022-25341-9 Spatial energy density of large-scale electricity generation from power sources worldwide | Scientific Reports (nature.com)

比較的に低い再生可能エネルギーのエネルギー密度

➝ 2050年に脱炭素を達成するために必要な膨大な土地面積



再生可能エネルギーの課題

➝ 広がる再生可能エネルギーに対する反対運動

土地の奪い合い

環境破壊

生態への悪影響

安全性

景観への悪影響
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地域循環型経済構築と地域再生のチャンスであるエネルギー

転換 ➝ 地域との連携

➝ 地域経済付加価値創造

（収入、所得、収益、税収、支出、

波及効果）

➝ 地域内の資源・資産の

フル活用 （環境資源、

金融、人的資源、等）

➝ 地域の主体・事業者

➝ 多様な利害関係者の

連携と地域合意形成（企業、自治体、金融機関、

労働組合・森林組合・農協、教育・研究機関、市民団体、等）
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脱炭素経営取り組みの限界と挑戦

➝ 地域との深い関わり・地域連携の可能性

 省エネ・エネルギー改修・EMS

 カーボン・クレディットの購入

 再生可能エネルギーの自家消費

 製品・プロセスのイノベーション

 サプライ・チェーン

 PPAによる再エネ調達 ➡ 電源開発

 熱利用 ➡ 排熱の活用、熱供給

 工業団地・商業施設 ➡ 土地計画、経済振興

 交通 ➡ 公共交通、物流、通勤

 資源・廃棄物管理 ➡ 資源循環

 吸収源の開拓 ➡ 森林、農業、環境保全

 水素 ➡ インフラ―開発

脱炭素経営の取り組み

現状 これから

✙

立地地域との深い関わり企業内や企業間

追

加

性

品

質

熱

交

通

？？ ？？

。。。

？



分散型エネルギー、脱炭素経営と地域との深い関わり

➝ 多岐にわたる多様な利害関係

脱炭素経営

X

地域社会



分散型エネルギー、脱炭素経営と地域との深い関わり

➝ 未来につなぐインフラ―更新・新構築

脱炭素経営

X

インフラ―

電力

ガス・熱

水道

下水処理

廃棄物処理

公共交通

通信

水泳プール



分散型エネルギー・システムの構築 ➡ セクター・カップリング

スマートエネルギー管理

ユーティリティ規模
エネルギー貯蔵

管理すべき多くの新たな事柄

スイッチ・アンド・パ
ワーエレクトロニクス

マイクロタービン

地上設置型
太陽電池アレイ プラグインハイブ

リッド電気⾃動⾞
家庭用エネルギー
システム

分散発電

エネルギー
貯蔵

屋上太陽光発電

電気自動車

自動運転

水素
地域暖房システム

ヒートポンプ

バイオガス熱電併用供給

他部門に

またがる

技術・事業の

相互関係性

再生可能エネルギー
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地域連携に関する脱炭素経営の現状

➝ GXに必要不可欠である地域連携という新認識誕生

 主に企業内中心や企業間の

協力に留まる活動

 地域連携の可能性を

認識していない（特に大企業）

 自治体と協力する企業の事例

 地元の中堅企業の活躍

 先駆的な地域のモデル

 競争力維持と地域経済振興に必要不可欠な立地

地域のGX ➡ 多様な利害関係者の共通目標

 GXの本質である経済・社会・生活の基幹である

未来のインフラ―構築 ➡ 複雑性、主体の多様性

 協力体制の組織化 ➡ 統治、企画、運営、参画、

推進、調整、発信

 具体的なプロジェクト ➡ コミットメント、成功体験

 地域連携の形式 ➡ 契約・協定、共同出資

 政策環境の整備 ➡ 政治・行政の役割

脱炭素経営

現状 新しい認識の誕生



地域連携の共通目標や起爆剤になれるGX

➝ ネットワーキング能力の重要性

ドイツの調査結果

n = 37件のインタビュー）

コミットメント

組織的体制

トランスフォーメーション

共同出資契約・協定

政策の

環境整備

• 地域の多様な利害関係

者の共通目標

• 地域連携の起爆剤

• ネットワークづくりと運営

の重要性

➡ 適切な主体

➡ 自治体、企業、住民



GXで地域再生や地域経済振興を目指す地域連携の先駆的な地域

➝ ドイツの事例

組織的体制 コミットメント 契約・協定 共同出資

Das Unternehmen | solarcomplex AGenergieland2050 – Klimaschutz & Nachhaltigkeit im Kreis Steinfurt

地域エネルギー会社ソーラーコンプレックス社の事例

所有及び設備運営

⋙ 太陽光発電： ６㎿/30か所

⋙ メーガー・ソーラー：７㎿/2か所

⋙ バイオガス発電：250㎾

⋙ 地域暖房：12か所/120㎞

⋙ 木質バイオマス熱供給：１２㎿/30か所

⋙ 風力発電所：3.3㎿/2か所

⋙ コーポレートPPA

⋙ 再エネ開発事業会社への出資：7件/9億￥

自治体・企業・住民



GXで地域再生や地域経済振興を目指す地域連携の先駆的な地域

➝ 独ソーラーコンプレックス社の事例

組織的体制 コミットメント 契約・協定 共同出資

自己資本

固定資産

資産合計

100万€
電力・熱供給量 （kWh）

120億￥

97億￥

53億￥

120億￥

⋙ 約2,000人の

住民が共同出資

⋙ 70人の従業員

⋙ 50億\の売上

⋙ 4.5億の純利益

自治体・企業・住民



地域発の脱炭素化のパイオニア➞ Rhein-Hunsrück-Kreis

English subtitles https://www.youtube.com/watch?v=l2lKbr0Trdo

日本語字幕 https://www.youtube.com/watch?v=MHzC42J0ZZE&feature=share
Bertram Fleck
former Lord Mayor

Michael Uhle
Climate Manager



GXで地域再生や地域経済振興を目指す地域連携の先駆的な事例

➝ 日本の動き

組織的体制 コミットメント 契約・協定 共同出資

自治体・企業・住民 市⺠地域共同発電所全国フォーラム



GXで地域再生や地域経済振興を目指す地域連携の先駆的な地域

➝ 長野県・飯田市の事例

組織的体制 コミットメント 契約・協定 共同出資

自治体・企業・住民

「2050年いいだゼロカーボンシティ宣⾔」
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企業が認識も・活用もしていない地域連携の可能性

➝ 2つの理由

理由＃1 「切れない」脱炭素経営の経営ツール

理由＃2 脱炭素経営の組織的制約



「切れない」脱炭素経営の経営ツール

➝ 斬新なイノベーションを必要とする脱炭素経営

膨大なお金がかかる脱炭素化

➜ 社内カーボン価格を適用する投資計算

➜ 通常の投資評価（IRR, NPV, 投資回収期）

➜ 斬新なイノベーション・プロジェクトの制約

➜ 先行投資に必要な資金の捻出方法❓

設備投資

調達費用

研究開発

インフラ― 

Source: Robert Eccles/George Serafeim, The Performance Frontier – Innovating for a Sustainable Strategy, in: Harvard Business Review 5/2013



Source: BCG / WWF Credibility and Climate Action: A Corporate Blueprint | WWF (panda.org)

「切れない」脱炭素経営の経営ツール

➝ 脱炭素への先行投資を促進する新鋭経営ツール

➜ CO2排出量の削減目標設定

➜ 残排出量に掛ける社内価格の設定

➜ 排出量に見合う社内ファンド設立による財源構築

➜ インパクトのあるプロジェクトへの資金投入



脱炭素経営の組織的制約

サステナビリティ―経営の仕組み

➜ 本社のコーポレート機能（CSR, CC, 環境）

➜ スケールのある標準ソリューション志向

➜ 工場長・事業所長・の立場とインセンティブ

➜ 現場志向、地域感覚、ネットワーキング能力

地域



地域GXのための地域連携！

企業にできることは何か？




